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新型コロナウイルス（COVID-19）関連の税制情報
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新型コロナウイルス（COVID-19）の発生を契機として、様々な税制の取り扱いが公表されていますが、主なものは負
担軽減に関する特別条例と、申告・納税等の期限延長に関連したものです。

新型コロナウイルス（COVID-19）関連の税制情報（1/3）

特別条例

従業員への休暇付与保障
ウイルス関連で隔離が要求される従業員に対して疾病予防
休暇の付与が必要。違反した場合には100万元以下の罰
金が要求1

2
政府に対する補償申請
疾病予防休暇中の従業員に関する、政府への補償申請が
可能。1人1日1,000元が上限。なお、個人への支給の場合、
所得税の納付免除が可能

3
隔離要求の従業員への給与支給に係る税制優遇
疾病予防休暇中の従業員に支払った休暇中の給与につい
ては、当該給与金額の200％を当年度の営利事業所得額
から控除可能

2019年度確定申告・納税の期限延長
個人総合所得税・営利事業所得税（12月決算）の確定申告期
限が6月1日から6月30日に延長
※12月決算以外の営利事業所得税の申告期限は現時点では未定1

2
納税延期・分納申請が可能
上記以外にウイルス感染を起因として、期限内の納税が困難
な場合には、最大1年の延期もしくは最大36回の分納を申請
することが可能

3
2020年の株主総会延期申請が可能
新型ウイルスの感染リスクを原因として、株主総会の開催延
期を主管期間に対して申請可能。全面的な延期申請の要否
は現在、中央感染指揮センターにて検討中

納税等の期限延長

※2020年5月20日現在の情報を基に記載しています
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その他にも、営利事業のコロナウイルス対策に必要となる資金留保を考慮し、2018年度の未処分利益に係る課税軽
減を図る解釈通達が、財政部より近日中に公表予定です。

新型コロナウイルス（COVID-19）関連の税制情報（2/3）

未処分利益課税の概要

2020年度第1四半期の損失（上期分を見積換算）
・第1四半期の損失を2倍して上期の損失として見積換算
・会計士の四半期レビューを受けていることが条件
・2020年度通期の損益を踏まえて必要に応じて修正申告1

2
会計基準変更による2018年度期首剰余金への影響額
・会計基準変更の影響額を未処分利益に合算している場合
・対象期間は、新型コロナウィルス関連特別条例の施行期間
（2020 年 1 月 15日から2021 年 6 月 30 日まで）

近日公表予定の解釈通達

※2020年5月20日現在の情報を基に記載しています

配当せず翌期へ繰り越した未処分利益の5％が、
株主総会で決議した期の営利事業所得税として課税

【事例】
・2018年12月期（2018年度）に税引前利益が発生
・翌年度の2019年3月開催の株主総会（法人一人株主の
場合は取締役会）では、配当しない決議を実施

株主総会
（配当しない決議）

2017年
12月

2018年
12月

2019年
12月

2019年
3月

利益 2019年12月期（2019年度）の
営利事業所得税として課税

近日公表の解釈通達に基づき、2018年度の未処分利益
から以下の項目が減算可能になる見込みです。

上記に加え、2019年度から産業創新条例の改正に基づき
資本的支出額を未処分利益から減算可能となっています。
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新型コロナウイルス（COVID-19）関連の税制情報（3/3）

項目 ニュースレター タイトル ﾘﾘｰｽ日 File

特別条例

新型コロナウィルス予防措置に伴う所得控除等負担軽減促進に関する特別条例が立法院を正式通過 2月27日

台湾財政部が「重度の特殊感染性肺炎による従業員・職員の疾病隔離休暇中の支払給与に係る控除額倍増に関する
弁法」を公布

3月16日

新型コロナウィルス関連弁法に基づく政府の個人に対する補償に関し、財政部が所得税納付免除に係る通達を公布 4月14日

新型コロナウィルス関連特別条例の修正案が立法院を正式通過 4月24日

納税等の
期限延長

重度の特殊感染性肺炎（COVID-19）の感染拡大に伴う2020（民国109）年3月から5月までの各種税務申告納付期限
の延長について

3月9日

台湾財政部公布の「税務調査徴収法」第26条の規定に基づく「重度の特殊感染性肺炎の感染拡大による納税の延期
又は分納」に係る事項について

3月23日

財政部が「重度の特殊感染性肺炎（COVID-19）の感染拡大の影響に伴う納税義務者の納税延期又は分納申請に係
る税務当局の受理及び審査に関する原則」を公表

4月14日

新型コロナウィルス対策として2019年度確定申告及び納税の期限延長を公表 4月20日

新型コロナウィルス対策として、会社は2020年の株主総会開催延期の申請が可能に 4月22日

未処分利益
課税の軽減

営利事業が2020年度第1四半期に生じた損失について財務諸表の会計士レビューを受けた場合、上半期の損失を見
積換算の上2018年度の未処分利益から減算可能とする通達について財政部が公表予定

5月7日

営利事業が2018年度においてIFRS又はEASの会計基準改訂に伴い期首剰余金を遡及調整した場合における未処
分利益の減算項目規定について、財政部が解釈通達を公表予定

5月11日

営業税関連 新型コロナウィルス感染拡大の影響に伴う事業者の営業税還付申請に係る審査原則を財政部が公表 5月19日

新型コロナウイルス（COVID-19）に関連した税制改正・取り扱いが公布される都度、弊所ではニュースレターをリリー
スしております。今後も新しい情報について都度発信を行って参ります。

※2020年5月20日現在の情報を基に記載しています

http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1590629921.pdf
http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1586835600.pdf
http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1587708560.pdf
http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1586835537.pdf
http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1586835817.pdf
http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1586835743.pdf
http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1586835783.pdf
http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1587368560.pdf
http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1587520269.pdf
http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1588844910.pdf
http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1589176501.pdf
http://www.deloitte.com.tw/jsg/upload/news_1589875550.pdf
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